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年度 ⼩学校 中学校 ⼩学校前年⽐
中学校





1950 25,702 13,302 1986 24,739 10,517 △ 60 45
1951 25,874 13,004 172 △ 298 1987 24,692 10,555 △ 47 38
1952 26,184 12,952 310 △ 52 1988 24,658 10,585 △ 34 30
1953 26,352 12,920 168 △ 32 1989 24,608 10,578 △ 50 △ 7
1954 26,590 13,008 238 88 1990 24,586 10,588 △ 22 10
1955 26,659 13,022 69 14 1991 24,557 10,595 △ 29 7
1956 26,730 13,001 71 △ 21 1992 24,487 10,596 △ 70 1
1957 26,755 12,913 25 △ 88 1993 24,432 10,578 △ 55 △ 18
1958 26,731 12,694 △ 24 △ 219 1994 24,390 10,568 △ 42 △ 10
1959 26,681 12,460 △ 50 △ 234 1995 24,302 10,551 △ 88 △ 17
1960 26,620 12,304 △ 61 △ 156 1996 24,235 10,537 △ 67 △ 14
1961 26,505 12,159 △ 115 △ 145 1997 24,132 10,518 △ 103 △ 19
1962 26,379 11,951 △ 126 △ 208 1998 24,051 10,497 △ 81 △ 21
1963 26,189 11,804 △ 190 △ 147 1999 23,944 10,473 △ 107 △ 24
1964 25,976 11,611 △ 213 △ 193 2000 23,861 10,453 △ 83 △ 20
1965 25,745 11,384 △ 231 △ 227 2001 23,719 10,429 △ 142 △ 24
1966 25,457 11,159 △ 288 △ 225 2002 23,560 10,392 △ 159 △ 37
1967 25,257 11,004 △ 200 △ 155 2003 23,381 10,358 △ 179 △ 34
1968 25,029 10,787 △ 228 △ 217 2004 23,160 10,317 △ 221 △ 41
1969 24,781 10,610 △ 248 △ 177 2005 22,856 10,238 △ 304 △ 79
1970 24,558 10,380 △ 223 △ 230 2006 22,607 10,190 △ 249 △ 48
1971 24,308 10,195 △ 250 △ 185 2007 22,420 10,150 △ 187 △ 40
1972 24,092 10,042 △ 216 △ 153 2008 22,197 10,104 △ 223 △ 46
1973 24,358 10,195 266 153 2009 21,974 10,044 △ 223 △ 60
1974 24,373 10,165 15 △ 30 2010 21,713 9,982 △ 261 △ 62
1975 24,419 10,120 46 △ 45 2011 21,431 9,915 △ 282 △ 67
1976 24,486 10,092 67 △ 28 2012 21,166 9,860 △ 265 △ 55
1977 24,544 10,100 58 8 2013 20,836 9,784 △ 330 △ 76
1978 24,591 10,151 47 51 2014 20,558 9,707 △ 278 △ 77
1979 24,662 10,118 71 △ 33 2015 20,302 9,637 △ 256 △ 70
1980 24,707 10,156 45 38 2016 20,011 9,555 △ 291 △ 82
1981 24,766 10,183 59 27 2017 19,794 9,479 △ 217 △ 76
1982 24,802 10,252 36 69 2018 19,591 9,421 △ 203 △ 58
1983 24,804 10,314 2 62
1984 24,822 10,402 18 88 　※学校数には分校及び休校中の学校を含む






















































小学校数 2012 2013 2014 2015 2016
減少 149 181 159 152 156
8.7% 10.5% 9.3% 8.8% 9.1%
変化なし 1,552 1,527 1,551 1,550 1,553
90.3% 88.9% 90.3% 90.2% 90.4%
増加 17 10 8 16 9
1.0% 0.6% 0.5% 0.9% 0.5%
自治体数 1718 1718 1718 1718 1718
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
前年度比
中学校数 2012 2013 2014 2015 2016
減少 47 63 65 69 54
2.7% 3.7% 3.8% 4.0% 3.1%
変化なし 1,652 1,642 1,637 1,637 1,653
96.2% 95.6% 95.3% 95.3% 96.2%
増加 19 13 16 12 11
1.1% 0.8% 0.9% 0.7% 0.6%
自治体数 1718 1718 1718 1718 1718



























総転入超過 2012 2013 2014 2015 2016
増加または維持 435 408 407 407 423
25.3% 23.7% 23.7% 23.7% 24.6%
減少 1,283 1,310 1,311 1,311 1,295
74.7% 76.3% 76.3% 76.3% 75.4%
自治体数 1718 1718 1718 1718 1718
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
前年度比
転入超過(14歳以下) 2012 2013 2014 2015 2016
増加または維持 931 924 938 950 971
54.2% 53.8% 54.6% 55.3% 56.5%
減少 787 794 780 768 747
45.8% 46.2% 45.4% 44.7% 43.5%
自治体数 1718 1718 1718 1718 1718




















減少 93 704 797
11.7% 88.3% 100.0%
変化なし 1,944 5,789 7,733
25.1% 74.9% 100.0%
増加 549 1,229 1,778
30.9% 69.1% 100.0%




減少 366 431 797
45.9% 54.1% 100.0%
変化なし 4,310 3,423 7,733
55.7% 44.3% 100.0%
増加 1026 752 1,778
57.7% 42.3% 100.0%



















象とする。前節までに集計された 1718 の市町村のうち 1460 の市町村が分析の対象とな
中学校数 増加または維持 減少 Total
減少 27 271 298
9.1% 90.9% 100.0%
変化なし 2,012 6,209 8,221
24.5% 75.5% 100.0%
増加 547 1,242 1,789
30.6% 69.4% 100.0%
Total 2,586 7,722 10,308
25.1% 74.9% 100.0%
総転⼊超過
中学校数 増加または維持 減少 Total
減少 121 177 298
40.6% 59.4% 100.0%
変化なし 4,553 3,668 8,221
55.4% 44.6% 100.0%
増加 1028 761 1,789
57.5% 42.5% 100.0%

















変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
転入
総転入 7,300 832.35 903.67 4 6876
14歳以下 7,300 116.99 126.47 0 1052
15〜64歳 7,300 660.57 733.31 4 6107
65歳以上 7,300 54.78 58.41 0 510
転出
総転出 7,296 903.29 889.28 11 6888
14歳以下 7,296 110.90 119.64 0 956
15〜64歳 7,296 735.28 729.93 8 5828
65歳以上 7,296 57.10 51.08 0 400
小学校統廃合ダミー
　統廃合有のとき1，それ以外0 7,300 0.072 0.258 0 1
中学校統廃合ダミー
　統廃合有のとき1，それ以外0
7,300 0.028 0.166 0 1
7
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































基づく数値を示す）によると，2015 年に１億 2,709 万人であった総人口は，以後長期の
人口減少過程に入り，2040 年の１億 1,092 万人を経て，2053 年には１億人を割って 9,924 
万人になるとされている。同様に，年少（０~14 歳）人口も 1980 年代初めの 2,700 万人
規模から 2015 年に 1,595 万人まで減少した後，2021 年には 1,400 万人台へ，2056 年に













6 推計の際の被説明変数は，学校統廃合のあった翌年３月 31 日の転入・転出数となる。 
11
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2010 年から 2040 年までの 30 年間における男女年齢別の将来人口を示した。この結果を
基に，「日本創成会議」（座長：増田寛也）が「成長を続ける 21 世紀のために『ストッ
プ少子化・地方元気戦略』」（通称「増田レポート」）を 2014 年５月に発表した。同レ
ポートでは，2040 年までに 20 歳～39 歳の女性が半減する自治体（消滅可能性都市）が全
































































































































































例えば，2000 年の 12 月に，内閣総理大臣の私的諮問機関であった教育改革国民会議が，






























































































































































































































































































































・コミュニティ・スクールは，46 都道府県内で 5,432 校（14.7％）が導入






都道府県名 市区町村名 設置校数 都道府県名 市区町村名 設置校数 都道府県名 市区町村名 設置校数
安平町 7 石川県 かほく市 9 北島町 4
浦幌町 4 山梨県 昭和町 4 東みよし町 6
知内町 6 木島平村 2 愛媛県 鬼北町 8
寿都町 3 山形村 1 越知町 2
登別市 13 信濃町 1 梼原町 2
栗山町 4 野沢温泉村 2 中土佐町 6
壮瞥町 4 塩尻市 14 大川村 2
東神楽町 5 飯田市 28 土佐町 2
上士幌町 4 岐阜市 69 大野城市 15
占冠村 3 笠松町 4 筑紫野市 16
江別市 26 北方町 5 宇美町 8
新篠津村 2 岐南町 4 岡垣町 7
ニセコ町 5 白川村 1 糸島市 22
鹿部町 3 白川町 8 春日市 18
美瑛町 7 山県市 12 新宮町 6
下川町 2 関市 28 太宰府市 11
中頓別町 2 羽島市 13 大刀洗町 5
普代村 2 磐田市 32 大木町 4
大槌町 3 御前崎市 12 筑前町 6
金ケ崎町 6 袋井市 16 那珂川町 10
宮城県 七ヶ宿町 2 清水町 5 福津市 10
由利本荘市 24 北名古屋市 16 東峰村 2
男鹿市 10 一宮市 61 築上町 10
八峰町 3 木曽岬町 4 嬉野市 12
大石田町 4 鈴鹿市 40 大町町 1
川西町 9 滋賀県 長浜市 41 白石町 11
小国町 4 城陽市 15 武雄市 16
西川町 2 久御山町 4 多久市 3
舟形町 2 兵庫県 篠山市 20 長崎県 東彼杵町 4
戸沢村 2 上北山村 2 産山村 2
飯舘村 4 五條市 13 小国町 2
国見町 3 葛城市 7 高森町 3
只見町 4 和歌山県 有田市 11 津奈木町 2
三春町 8 南部町 5 山江村 3
大玉村 5 倉吉市 18 氷川町 4
天栄村 6 島根県 出雲市 77 南関町 5
栃木県 栃木市 44 勝央町 3 日出町 7
久喜市 34 早島町 3 豊後高田市 17
深谷市 29 矢掛町 8 豊後大野市 18
新宿区 39 新見市 22 別府市 23
世田谷区 91 奈義町 2 えびの市 9
千代田区 10 山口市 52 高鍋町 4
武蔵村山市 14 阿武町 3 小林市 21
三鷹市 22 岩国市 46 都城市 56
利島村 2 上関町 2 南さつま市 16
神奈川県 開成町 4 山陽小野田市 20 指宿市 17
刈羽村 2 下関市 72 いちき串木野市 14
見附市 13 田布施町 5 沖縄県 沖縄市 24
湯沢町 2 美祢市 22
上越市 73 宇部市 36
聖籠町 4 光市 16
田上町 3 周南市 41
津南町 4 周防大島町 14



























































嬉野市では，2015 年 10 月に「嬉野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定して以
降，毎年改訂を行い，コミュニティ・スクールも常に位置付けられている。「嬉野市まち




















































2005～2006 年 嬉野中学校 佐賀県教育委員会の研究指定を受ける 
2007 年 嬉野中学校 コミュニティ・スクールとして指定
（嬉野小，轟小，大草野小は協力校）
2010 年 塩田中学校 コミュニティ・スクールとして指定
（五町田小，久間小，塩田小は協力校）




































































2015 年 10 月の「山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても，「～やまぐち































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2  コミュニティ・スクールの設置状況（平成 28 年４月１日）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/shitei/detail/1405722.htm 
（2019 年２月 10 日最終確認） 
3  2018 年 11 月 14 日に実施した訪問調査時の配付資料及びヒアリング内容を基に記述 
4  2017 年２月 20 日に実施した訪問調査時の配付資料及びヒアリング内容を基に記述 
5  浅原司，山口県におけるコミュニティ・スクールと地域協育ネットの一体的な推進に
ついて,2017 年６月５日，中教審合同会議資料） 
6  2018 年２月８に実施した訪問調査時の配布資料及びヒアリング内容を基に記述 
7  2018 年２月９日に実施した訪問調査時の配布資料及びヒアリング内容を基に記述 
8  2018 年２月 26 日に実施した訪問調査時の配布資料及びヒアリング内容を基に記述 
9  2018 年２月 20 日に実施した訪問調査時の配布資料及びヒアリング内容を基に記述 
10 佐々田亨三，ふるさと教育を基底としたコミュニティ・スクールの実現，日本生涯教
育学会年報，第 38 号，2017 年 11 月，pp.161-174 
11 2016 年３月 17 日に実施した訪問調査時の配付資料及びヒアリング内容を基に記述 
12 日本経済新聞（日刊）2016 年２月１日 
13 岡野内悟（大島商船高等専門学校島スクエア起業教育研究センター長）「平成 27 年度
島スクエアの活動報告」




15 2018 年 11 月 20 日に実施した訪問調査時の配付資料及びヒアリング内容を基に記述 
16 2018 年 11 月 26 日に実施した訪問調査時の配付資料及びヒアリング内容及び「きのく




































第 44 号，2017 年，pp.93-201.
美作健吾，静屋智，池田廣司，長友義彦「コミュニティ・スクールの取組による成果検証
の在り方にかかる一考察」『山口大学教育学部附属教育実践総合センター研究紀要』第
46 号，2018 年，pp.253－262. 
松原宏「地方創生関連政策の策定過程と政策評価に関する覚書き」『経済地理学年報』第



















平成 30 年度久間小学校地域連携の教育活動計画表。 
久間小学校「地域連携の教育活動 サポート依頼票」。





嬉野市「総合計画後期基本計画」平成 26 年３月。 
（２）山口県
山口県教育委員会「やまぐちコミュニティ・スクール 学校支援・学校運営・地域貢献」
平成 27 年３月。 
山口県教育委員会「『やまぐち型地域連携教育』の推進について」。
山口県教育委員会「平成 26 年度地域ぐるみで子どもを育む仕組み「地域協育ネット」実
践事例集」平成 27 年３月。 
山口県教育委員会「平成 27 年度コミュニティ・スクール実践事例集」平成 28 年３月。 
山口県教育委員会「平成 27 年度地域ぐるみで子どもを育む仕組み「地域協育ネット」実
践事例集」平成 28 年３月。 
山口県教育委員会「啓発リーフレット『明るい未来を創る 山口県地域連携教育』，2018
年
山口県教育委員会「平成 29 年度やまぐち型地域連携教育実践事例集」平成 30 年３月 





萩市「萩市総合戦略」2015 年 10 月。 
萩市教育委員会「萩市学校教育振興基本計画 平成 27 年度～平成 31 年度」平成 27 年９
月。
萩市教育委員会学校教育課「平成 29 年度 萩市学校教育の基本方針」。 
「平成 29 年度 やまぐち型地域連携教育推進事業」。 
萩市教育委員会「萩市の学力向上をめざして～萩市重点取組事項チェックリスト～」平成
29 年４月。 
萩市教育委員会「平成 28 年度 やまぐち型地域連携教育推進事業～萩市モデル校区の取
組」。







関する訪問調査資料」平成 30 年２月８日。 
明倫小学校「明倫小コミスクだより」（平成 29 年度第１号）平成 29 年５月 25 日，同平
成 29 年度第２号（平成 29 年６月 23 日），同平成 29 年度第３号（平成 29 年７月 19
日），同平成 29 年度第４号（平成 29 年９月６日），同平成 29 年度第５号（平成 29
年９月 26 日），同平成 29 年度第６号（平成 29 年 10 月 26 日），同平成 29 年度第７
号（平成 29 年 11 月 24 日），同平成 29 年度第８号（平成 30 年１月 25 日） 
明倫小学校「平成 29 年度学校要覧」。 
（４）長門市
「視察訪問に係るヒアリング事項について」。
長門市教育委員会学校教育課「平成 29 年度 長門市学校教育基本方針 ながとに学び，
未来に生きる」。









学校づくりへ」平成 30 年２月９日。 
長門市教育委員会「平成 28 年度長門市小中学校コミュニティ・スクール意識調査の結果」。 
長門市教育委員会「平成 29 年度長門市教育施政方針」。 





「やまゆり通信９月」平成 29 年９月４日，同 10 月（平成 29 年 10 月２日），同 11 月（平


















由利本荘市教育委員会教育長佐々田亨三「平成 30 年 第１回由利本荘市議会定例会（３








一貫教育，そして地方創生に連動する」（平成 29 年７月）。 
59
佐々田亨三「秋田県由利本荘市リアル熟議」『文部科学時報』2010 年 12 月，p.14. 
由利本荘市教育委員会「由利本荘市コミュニティ・スクール 学ぶんこみすくプラン」
由利本荘市教育委員会 「平成 29 年度由利本荘市の教育」。 
由利本荘市「由利本荘市総合計画 新創造ビジョン＜基本構想（案）＞平成 27～36 年度」。 
由利本荘市教育委員会「平成 27 年度由利本荘市コミュニティ・スクール取組実績報告書」。 
由利本荘市学校教育課「コミスクネット通信 No.21」平成 30 年４月 16 日 
同 No.22（平成 30 年４月 20 日），No25（平成 30 年５月 28 日），No.28（平成 30 年
６月 22 日），No.30（平成 30 年６月 29 日），No.32（平成 30 年７月 17 日），No.33
（平成 30 年７月 23 日），No.35（平成 30 年７月 30 日），No.38（平成 30 年８月 20
日），No.40（平成 30 年９月 14 日），No.41（平成 30 年９月 26 日），No.42（平成
30 年 10 月３日），No.43（平成 30 年 10 月５日） 
「平成 26 年度由利本荘市コミュニティ・スクール連絡協議会」。 




年３月 13 日。 
佐々田亨三「『学校訪問』を通して地域の在り方を指導」，『週間教育資料』No.1425，
2017 年３月 20 日。 
佐々田亨三「ふるさとを語り，生きる自信と誇りを持つ」，『週間教育資料』No.1426，
2017 年３月 27 日。 
佐々田亨三「ふるさと教育を基底としたコミュニティ・スクールの実現」『日本生涯教育




「由利本荘市教育の振興に関する施策の大綱〔平成 27 年度～平成 31 年度〕」平成 27 年
11 月。 
由利本荘市教育委員会「由利本荘市の学校教育ＳＳＤプラン」2017 年。 
由利本荘市教育委員会「平成 28 年度由利本荘市コミュニティ・スクール取組実績報告書」。 
由利本荘市教育委員会「平成 28 年度文部科学省委託事業「首長部局等との協働事業によ
る新たな学校モデルの構築事業」由利本荘市実践記録集」。
「2016 年全国コミュニティ・スクール研究大会 in 由利本荘 記録集」。 
（７）周防大島
周防大島町教育委員会「やまぐち型地域連携教育強化推進事業に関する事業計画書」。




周防大島高等学校「平成 28 年度学校要覧」。 
周防大島町「周防大島町人口ビジョン」平成 27 年 12 月。 
周防大島町「周防大島町まち・ひと・しごと創生総合戦略」平成 27 年 12 月。 
「『連携型中高一貫教育』，『地域とともにある学校づくり』を活用した 周防大島高校
のキャリア教育」。























































































３－４に示したように漸減傾向にあるが，特に 2012 年当時の推計として，対 2011 年増減







ら意見及び要望のくみ取りが不十分であるという声が上がり，2010 年 11 月から翌 10 月の
期間に，各小学校区の地域内の延べ 39 か所で適正配置懇談会を開催することになる。 
これらの過程を経て，2012 年２月に「学校適正配置等計画」が出され，適正配置の実施
が決定された。適正規模は，１学年２クラスを目標として，町立小中学校 17 校（小学校 13
校，中学校４校）の統廃合が進められることとなり，2014 年度から順次進められ，小学校
を６校に，中学校を２校に統合することとなった。





















図３－２ 町立旧小学校の児童数及び増減率 （d，k 小学校）



























































































































































出典：「町立 F 小学校 学校支援協議会組織図」（2015）に基づき作成 
 







































































































































 前項で示した幼保小中一貫教育を行う際，D 中学校区及び K 中学校区のコミュニティ・
スクールを中核とした学園構想を踏まえ，実施することにしている。 
 小中一貫教育については，町指定の「小中一貫教育推進校」による先行的な取組を立ち上
げ，町立小学校１校（G 小学校）及び中学校１校（統廃合後，現 D 中学校）を対象として，




































































































1 その後，2016 年 12 月に「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016 改訂版）」が出され，























8 各規模の学級数については，過小規模（１から５学級），小規模（６から 11 学級），適
正規模（12 から 18 学級）である。なお，統廃合を行う場合の適正規模は，12 から 24 学
級とされている。文部省助成課「これからの学校施設づくり」（1984）を参照。 
9 統廃合対象の学校ごとに，まとめている。増減率については，対 2011 年増減率として
示してある。図３－２から図３－５も同様である。いずれも，「那須町学校適正配置等計
画 資料」に基づき，筆者が作成。なお，統廃合検討後に統合を見送った旧 G 小学校につ
いては，次のとおりである。 
 
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
G小学校児童数(人) 118 115 108 132 126 130 121
G 小学校増減率(% ) 100.0 97.5 91.5 111.9 106.8 110.2 102.5
75












12 前期基本計画を，2016 年度（平成 28 年度）から 2020 年度（平成 32 年度），後期基
本計画を，2021 年度（平成 33 年度）から 2025 年度（平成 37 年度）と定めている。那須
町教育大綱によれば，期間について，次のように定められている。「大綱が対象とする期
間は，当該大綱が那須町振興計画の施策展開を基本としており，その前期基本計画の計画










育委員会：2017 年２月 28 日，2018 年９月 10 日。校長：2017 年２月 27 日，2018 年































井祐子 訳）『コミュニティ・オブ・プラクティス』翔泳社 12，2004 年，p.110。
那須町関係資料 
栃木県「栃木教育振興ビジョン（三期計画）（教育振興基本計画）」，2011 年。 









F 小学校「学校支援協議会組織図」，2015 年。 







が多い（熊本県立大学総合管理学部 COC 事業プロジェクトチーム 2018；小田切 2014；





















2015(H27)/12/24 「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015 改訂版）」閣議決定 
2016(H28)/3/16 地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に
関する答申」［連携中枢都市圏］
2016(H28)/6/2 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2016」閣議決定 
2016(H28)/12/22 「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016 改訂版）」閣議決定 
2017(H29)/6/9 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」閣議決定 
2017(H29)/12/22 「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017 改訂版）」閣議決定 
2018(H30)/6/15 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2018」閣議決定 






























































や分析の蓄積は進んでいる（文部科学省 2018；天笠 2017；山岸 2016；山内・岩本悠・
田中 2015）。また，そうした関心が寄せられることになった背景要因としての，各都道府
県の公立高校再編整備の実態を把握することは重要であるが，これに関しては国立教育政
策研究所による研究の蓄積がある 2（杉野 2014；工藤 2008；工藤 2007；高校再編整備調
査研究会 2001；屋敷 1998）。全国で再編整備の検討が行われ，再編整備計画の策定が本
























































政策研究所平成 18 年度調査研究等特別推進経費調査研究報告書），2007 年。 
工藤文三編『今後の後期中等教育の在り方に関する調査研究（最終報告書）』（国立教育
政策研究所平成 19 年度調査研究等特別推進経費調査研究報告書），2008 年。 
杉野剛編『高等学校教育政策全般の検証に基づく高等学校に関する総合的研究＜報告書







案内―」国土交通省国土政策局離島振興課，2018 年８月１日。 参照先: http://www.
mlit.go.jp/common/001247509.pdf 
国土交通省国土政策局離島振興課「平成 25 年度新しい離島振興施策に関する調査」.国土
交通省「離島の定住環境に関する有識者懇談会」第１回（平成 27 年１月 16 日）配布














































































































































































































































































































































整備が本格化するのは，平成 10 年代に入ってからであり，2005 年前後のいわゆる平成の










 1 北海道  H29.9 公立高等学校配置計画［H29～31］
2 青森  H29.7 青森県立高等学校教育改革推進計画第1次実施計画［H30～34］
3 岩手  H28.3 新たな県立高等学校再編計画［H28～32］
4 宮城  H29.2 新県立高校将来構想第３次実施計画［H29～32］
5 秋田  H28.3 第７次高等学校総合整備計画［H28～37］
6 山形  H29.3 県立高校再編整備基本計画［H27～36］一部改訂
7 福島  H29.11 県立高等学校改革基本計画［H31～40］
8 茨城  H27.12 第２次県立高等学校再編整備後期実施計画［H29～32］
9 栃木  H29.11 第二期県立高等学校再編計画［H30～34］
10 群馬  H23.3 高校教育改革推進計画［H24～33］
11 埼玉  H30.4 魅力ある県立学校づくり実施方策策定に向けて（再編整備の進め方）
12 千葉  H30.3 県立学校改革推進プラン［H24～33］一部改訂・第４次実施プログラム
13 東京  H28.2 都立高校改革推進計画新実施計画［H28～30］
14 神奈川  H28.1 県立高校改革実施計画（全体）［H28～39］・Ⅰ期［H28～31］
15 新潟  H29.7 県立高校等再編整備計画［H30～32］
16 富山  H30.7 県立高校再編の実施計画（素案）［総合教育会議］
17 石川 　－
18 福井  H29.12 県立高等学校再編整備第3次実施計画（丹南地区）［H30～37］
19 山梨  H21.10 県立高等学校整備基本構想［H22～31］
20 長野  H30.9 「高校改革～夢に挑戦する学び～」実施方針
21 岐阜  H30.4 岐阜県立高等学校の活性化に関する検討まとめ＜平成29年度＞
22 静岡  H29.8 ふじの国魅力ある学校づくり推進計画（第三次長期計画）［～H40］
23 愛知  H28.2 県立高等学校教育推進実施計画（第1期）［H29～31］
24 三重  H29.3 県立高等学校活性化計画［H29～33］
25 滋賀  H24.12 滋賀県立高等学校再編基本計画［～H33］・実施計画［概ね5年］
26 京都  H24.12 府立高校特色推進プラン
27 大阪  H30.8 大阪府立高等学校･大阪市立高等学校再編整備計画（案）［2019-2023］
28 兵庫  H20.2 県立高等学校教育改革第二次実施計画［H21～］・H29.3県立高等学校における　専門学科等の設置等について
29 奈良  H30.10 県立高等学校適正化実施計画［概ね10年間］
30 和歌山  H28.4 県立高等学校再編整備基本方針・H28.6実施計画（串本古座高校）
31 鳥取  H28.3 今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針［H31～37］
32 島根  H30.3 今後の県立高校の在り方検討委員会（提言）
33 岡山  H29.11 岡山県高等学校教育研究協議会（提言）
34 広島  H26.2　今後の県立高等学校の在り方に係る基本計画［H26～35］
35 山口  H29.3 県立高校再編整備計画［～H36］・実施計画［H29～32］
36 徳島  H18.3 高校再編方針［H18～30］
37 香川  H21.10 県立高校の再編整備基本計画［H23～33］
38 愛媛  H29.5 県立高校再編整備について
39 高知  H26.10 県立高等学校再編振興計画［H26～35］・前期実施計画［～H30］
40 福岡 　－
41 佐賀  H28.12 新たな生徒減少期に対応した佐賀県立高等学校再編整備実施計画（第２次）
42 長崎  H28.9 長崎県立高等学校教育改革第８次実施計画［H29～31］
43 熊本 　－
44 大分 　－
45 宮崎  H30.5 宮崎県立高等学校教育整備計画後期実施計画［H31～34］
46 鹿児島  H22.3 鹿児島県公立高校再編整備等検討委員会答申
47 沖縄  H24.3 県立高等学校編成整備実施計画［H24～33］




























































1 北海道  H30.3これからの高校づくりに関する指針 ○
2 青森  H28.8 青森県立高等学校教育改革推進計画基本方針 ４学級以上(基本）／６学級以上（重点校）／１専門学科４学級以上(拠点校）
3 岩手  H27.4改定「今後の高等学校教育の基本的方向」 ○
4 宮城  H25.2 新県立高校将来構想第２次実施計画 ＜設定なし＞
5 秋田  H28.3 第７次高等学校総合整備計画 ○
6 山形  H29.3 県立高校再編整備基本計画一部改訂 ○
7 福島  H29.11 県立高等学校改革基本計画 ○
8 茨城  H21.7第2次県立高等学校再編整備の基本計画 ○
9 栃木  H29.11第二期県立高等学校再編計画 ○
10 群馬  H23.3高校教育改革推進計画 ○
11 埼玉  H30.4 魅力ある県立学校づくり実施方策策定に向けて ○
12 千葉  H24.3県立学校改革推進プラン 都市部：６～８学級／郡部：４～８学級
13 東京  H14.10都立高校改革推進計画新たな実施計画 〇
14 神奈川  H11.11県立高校改革推進計画 ○
15 新潟  H28.3県立高校の将来構想 ○
16 富山  H28.4県立学校整備の在り方に関する報告書 ○
17 石川  H19.10県立高等学校の活性化推進計画 ○
18 福井  H21.3県立高等学校再編整備計画 ○
19 山梨  H21.10県立高等学校整備基本構想 〇




21 岐阜  H28.3岐阜県立高等学校活性化計画策定委員会 ○
22 静岡  H30.3ふじのくに魅力ある学校づくり推進計画 ○
23 愛知  H13.11県立高等学校再編整備基本計画 ○
24 三重  H29.3県立高等学校活性化計画 〇
25 滋賀  H24.12滋賀県立高等学校再編基本計画 ○
26 京都  H16.7府立高校改革推進計画（Ⅱ） 学年制全日制高校：８学級程度／単位制高校：６学級程度
27 大阪  H10.5大阪府学校教育審議会答申 ○




29 奈良  H30.4県立高等学校適正化推進方針 ＜設定なし＞
30 和歌山  H28.4 県立高等学校再編整備基本方針 ○
31 鳥取  H28.3今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針 ○
32 島根  H21.2県立高等学校再編成基本計画 ○
33 岡山  H29.11岡山県立高等学校教育研究協議会提言 ○
34 広島  H26.2今後の県立高等学校の在り方に係る基本計画 中山間地：２～６学級／それ以外:４～８学級
35 山口  H27.3第２期県立高校将来構想(H27～36) ○
36 徳島  H14.2徳島県高校教育改革推進計画 ○
37 香川  H20.9県立高校の学校･学科の在り方検討会議 ○
38 愛媛  H19.11県立学校再編整備計画検討委員会 ○
39 高知  H26.10県立高等学校再編振興計画 ○
40 福岡  H11.12県立高等学校再編整備基本計画 ○
41 佐賀  H26.12 新たな生徒減少期に対応した佐賀県立高等学校再編整備実施計画（第１次） ○
42 長崎  H21.3第二期長崎県立高等学校改革基本計画 ○
43 熊本  H18.3県立高等学校教育整備推進協議会(第二期)報告 ○
44 大分  H17.3再編整備指針 ○
45 宮崎  H24.3宮崎県立高等学校教育整備計画［基本計画］ ○
46 鹿児島  H22.3 鹿児島県公立高校再編整備等検討委員会答申 ○
47 沖縄  H24.3県立高等学校編成整備計画 ○
















か。過去の調査研究によれば，2000 年末には既に過半数の 24 道県に及んでいた 10。しか





































北海道 ＜H30.3 「これからの高校づくりに関する指針」＞ 
①可能な限り「望ましい学校規模」を維持 
②小規模校（第１学年３学級以下の高校）の取扱い 
 a 第１学年３学級の高校 
   可能な限り望ましい学級規模となるよう近隣の高校と再編。 
 b 第１学年２学級以下の高校 
   中卒者数の状況、学校規模、欠員の状況、地元からの進学率、通学区域における同一学科の配置状況な 
どを総合的に勘案し、順次、再編整備。 
 （a)離島にある高校の取扱い 
   第１学年の在学者数が 10 人未満となり、その後の生徒の増が見込まれない場合は再編整備。 
 （b）地域連携特例校（第１学年１学級の高校のうち、地理的状況等から再編が困難であり、かつ地元からの進 
学率が高い高校）の取扱い 
   第１学年１学級の高校のうち、地理的状況等から再編が困難であり、地元からの進学率が高い高校は地域 
連携特例校として存続を図る。 
   第１学年の在学者数が 20 人未満となり、その後も生徒の増が見込まれない場合は再編整備。 
 （c）農業、水産、看護又は福祉に関する学科を置く高校の取扱い 
   第１学年の在学者数が 20 人未満となり、その後も生徒の増が見込まれない場合は再編整備。 
  (d)地域の取組を勘案した特例的扱い 
   第１学年１学級の高校のうち、地域連携特例校及び農業、水産、看護又は福祉に関する学科を置く高校に 
ついては、所在市町村をはじめとした地域における高校の教育機能の維持向上に向けた具体的取組とそ 
の効果を勘案し、再編整備を保留。ただし、第１学年の在籍者数が２年連続して 10 人未満となった場合は 
再編整備。 
③複数学科設置校の取扱い 




   第１学年４学級以上の高校においても、地域の実情などを踏まえながら再編。 
 
 
栃木 ＜H29.11 「第二期県立高等学校再編計画」＞ 
①県の周縁部に位置する一部の学校では、特例として適正規模未満で学校を維持する場合もある。 







































































































































































































12 岐阜県教育委員会「岐阜県立高等学校の活性化に関する検討まとめ＜平成 28 年度＞」
（2017 年３月） 
13 島根県立隠岐島前高校。2008 年度には１学年１学級，３学年合わせて 89 名であった。
取組の詳細は「隠岐島前教育魅力化プロジェクト」のホームページを参照されたい。 
14 島根県『まち・ひと・しごと創生 島根県総合戦略』（平成 28 年度改訂版）（2016 年
12 月） 
15 天笠茂編『小・中・高等学校の再編整備と地域創生を視野に入れた教育施策』（平成 26
～29 年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｂ）26285173）研究成果報告書（2017 年 12
月）では，岩手県岩泉町を含む全国７箇所の事例を分析している。 
16 岩手県教育委員会「新たな県立高等学校再編計画（案）」（2015 年２月） 















































































































海道教育委員会の「公立高等学校配置計画（平成 20 年度～22 年度）」（2007 年９月）に基




























和田良司町長を 144 票差で破って当選し（読売新聞 2009），現在は３期目（任期は 2021
年３月 17 日まで）である。 
本稿のテーマである奥尻高校の移管を実現させたのは現教育長の石島孝司氏である。石
島教育長は和田前町長のもとで 2006 年 10 月 23 日に 58 歳で就任している。その後の町長
選挙で新町長となった新村氏から慰留され，教育長職を続けた。通算３期目が終わる 2018
年 10 月 22 日の教育長任期満了後には退任する意向であったが，新村町長から再び慰留さ
れ 5，新教育委員会制度下の教育長に就任した。ところで，石島氏の前任教育長は，奥尻
町出身で元公立小学校長の佐々木利子教育長であった（奥尻町 2006）。しかし佐々木教育

























題研究所（社人研）による推計値を基に 2010 年を 100 とした場合の年齢３区分別（０～
14 歳，15～64 歳，65 歳以上）の人口推移を示す。図３－１のパターン１がいわゆる社人




記載されるが，奥尻町の場合は，2025 年以降の合計特殊出生率は 1.70 を維持し，2020 年
までに 2010 年の人口の 1.5%に当たる 48 人が定住し，純移動率を加味しない場合を仮定
しており，2060 年の総人口を 1,617 人と推計している（奥尻町 2016a）。かつては，檜山
管内の７町の中でも奥尻町の合計特殊出生率は高い方ではあった。1998～2002 年は 1.77，
（最低は江差町の 1.42），2003～2007 年は 1.54（最低は乙部町の 1.4），2008～2012 年は

































ことにより教職員数が増えたため，移管前の 2015 年度と比べて 37,504 円増の 298,233 円








図３－２ 奥尻町人口の減少段階（社人研推計値，2010 年＝100） 
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た複数の統合中学校新設方式を検討していた折，新村町長が，2012 年６月 19 日の町議会
定例会での質問に対して，「中高一貫教育を視野に奥尻高を町立へ移管する形を内部で検
討していく」（照井 2012）と答弁したことから，教育委員会事務局では，高校を町立に移
管した上で統合中学校を新設する案の実現に向けて動き出したという 14。この年の 7 月か
ら道教育庁との協議を始め，道教育庁への要望を出したのが 2013 年１月 25 日であった 15。
このときの要望では 2014 年度からの町立高校移管と，校舎の土地・建物の無償譲渡とを
求めていた。また，2012 年度末までの回答を求める奥尻町教育委員会への道教育庁からの
回答は 2013 年３月 14 日にあり，いずれも可能というということであった。この直前の，



















































表３－２ 奥尻高校町立移管に伴う一般財源負担見込み（平成 28・29 年度決算） 
出典：奥尻町教育委員会提供資料より 
（単位：千円）
 平成 28 年度 平成 29 年度
○歳入関係
普通交付税 高等学校費 教職員数 94,486 93,063
高等学校費 生徒割 3,374 3,271
計 97,860 96,334
特定財源 （決算見込額）
道支出金 町立移管整備支援交付金 21,000 ―
道支出金 奥尻高校 IC T 教育推進事業 3,900 900
道支出金 北海道市町村高等学校等就学支援事業 63 60
地方債 島留学生受入推進事業 ― 2,300
使用料 高等学校使用料 4,913 4,838
手数料 各種証明手数料 5 10
財産収入 教員住宅貸付収入 ※ 369 2,300
繰入金 高等学校教育環境振興基金 6,965 1,660
雑入 太陽光発電売電料 8 ―
雑入 留学生学校給食費負担金 ― 191
計 37,223 12,259
歳入合計  135,083 108,593
○歳出関係
人件費 高等学校教員人件費 96,510 100,071
維持管理費 学校管理費 43,631 34,716
維持管理費 教育振興費 3,965 8,405
基金積立 高等学校教育環境振興基金 21,000 ―
計 165,106 143,192


















































































































































３にみるとおり，2010（平成 22）年度から 2015（平成 27）年度にかけては，人口集中地
区（DID）32面積は増加しないまま人口集中地区人口がわずかに増えていて，全人口に占め
るその割合（DID 人口比）も大きい。政令指定都市以外の県庁所在地の平均 DID 人口密度
























（平成 27 年 10 月 1 日）
年度 
（平成） 



















7 42,345 74.99 564.7 32,515 76.8 5.0 6.7 6,555.4
12 45,548 74.99 607.4 35,825 78.7 5.12 6.8 6,997.1
17 46,972 74.99 626.4 37,808 80.5 5.32 7.1 7,106.8
22 49,780 74.99 663.8 41,774 83.9 5.56 7.4 7,513.3






















表３－４ 福岡女子商業高等学校の状況（平成 24〜28 年） 
単位：人，学級（各年 5 月 1 日） 
年
区分 
Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 
教職員数 42 40 38 36 36 
教 員 34 32 30 27 27 
職 員 8 8 8 9 9 
学級数 18 18 18 18 18 
生徒数 672 682 695 679 612 
資料：福岡女子商業高等学校 
注：助教諭，講師は除く。 





そして，この答申に基づいた活性化事業の検証が行われたのは 2013 年 10 月である。10
月 30 日に福岡女子商業高等学校運営審議会に対し町教育長から「那珂川町立福岡女子商業









2011 年 10 月 26 日 総務省「平成 22 年国勢調査」確定値公表，那珂川町の人口 49,780 人 
2013 年 10 月 30 日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第１回），教育長から那珂川
町立福岡女子商業高等学校の活性化の検証等について諮問 
2013 年 12 月４日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第２回） 
2014 年１月 10 日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第３回） 
2014 年２月３日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第４回） 
2014 年３月４日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第５回） 
2014 年３月 27 日 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会（第６回） 
2014 年３月 那珂川町立福岡女子商業高等学校運営審議会「那珂川町立福岡女子商業高
等学校の活性化の検証等について（答申）」 
2014 年５月 14 日 那珂川町教育委員会「福岡女子商業高等学校運営検討会議（第１回）」 
2014 年５月 19 日 那珂川町教育委員会「福岡女子商業高等学校運営検討会議（第２回）」 
2014 年５月 22 日 那珂川町教育委員会「福岡女子商業高等学校運営検討会議（第３回）」 
2014 年５月 29 日 那珂川町教育委員会「福岡女子商業高等学校運営検討会議（第４回）」 
2014 年６月 18 日 臨時教育委員会で，福岡女子商業高等学校運営検討会議の検討内容を説明 
2014 年６月 23 日 那珂川町教育委員会「福岡女子商業高等学校運営検討会議（第５回）」 
2014 年７月 那珂川町教育委員会「那珂川町立福岡女子商業高等学校の今後の運営のあ
り方に関する基本方針」 
2014 年８月１日 那珂川町，「町立学校運営対策室」，「町立高等学校運営検討会議」を設置 
2014 年９月 18 日 那珂川町「那珂川町立福岡女子商業高等学校のあり方について」（学校法人
へ移管する時期は平成 28 年４月を目指す） 
2014 年９月 25 日 那珂川町議会，那珂川町立福岡女子商業高等学校移管先学校法人選定委員
会設置条例案可決 
2014 年 10 月 23 日 町長，福岡女子商業高校の移管を在校生が卒業するまで１年延期の方針を
表明 
2014 年 11 月６日 那珂川町，移管先学校法人の募集開始 
2015 年１月６日 那珂川町，移管先学校法人の募集締切り（４法人） 
2015 年１月 29 日 那珂川町，移管先学校法人の選定結果公表（八洲学園） 
2016 年２月 26 日 総務省「平成 27 年国勢調査」速報値公表，那珂川町の人口 50,029 人 
2016 年７月 29 日 福岡県私立学校審議会（第 333 回），福岡女子商業高等学校の設置者変更認
可について審議（結果：「認可については支障なし）） 
2016 年 10 月 26 日 総務省「平成 27 年国勢調査」確定値公表，那珂川町の人口 50,004 人 
2017 年３月９日 福岡県，福岡女子商業高校の設置者変更認可 
2017 年 4 月 1 日 福岡女子商業高校の私立移管 
2017 年 11 月２日 那珂川町を那珂川市とする処分について総務大臣同意 
2018 年３月 28 日 福岡県議会「筑紫郡那珂川町が那珂川市となることに伴う関係条例の制定
について」可決 
















































町教育委員会が 2014 年７月に学校法人に移管する基本方針を出した後，同窓会や PTA
への説明が行われていく一方，行政側は８月に副町長をトップとする町立学校運営対策室
と町立高等学校運営検討会議を設置して移管に向けて体制を整えていった（朝日新聞 2014）。







































































































アンカー施設と位置付ける都市再生論もある（Taylor, McGlynn, & Luter, 2014; Taylor, 




















































































9 例えば，俵谷（2018）の第 5 回などを参照。 

















27 年第７回文教委員会会議録」平成 27 年６月 15 日）との発言があるが，これは奥尻













































（2017 年８月 24 日）による。 
20 奥尻町作成資料「北海道奥尻高等学校の町立移管について」より。
21 北海道議会会議録データベース「平成 27 年第７回文教委員会会議録」（平成 27 年６
月 15 日）より。 
22 奥尻町作成資料「北海道奥尻高等学校の町立移管について」より。






る。また重要業績評価指標には「スクーバ資格取得者 年間 20 人」が挙げられている
（奥尻町 2016b） 
26 奥尻町教育委員会事務局及び奥尻町地域政策課に対して筆者らが行ったインタビュ
ー調査（2017 年８月 23 日），及び奥尻高校長に対して筆者らが行ったインタビュー調
査（2017 年８月 24 日）による。 









29 奥尻町教育長に対して筆者らが行ったインタビュー調査（2018 年８月９日）による。 
30 ちなみに俵谷校長もこれまでの経歴上，奥尻町や離島の高校との関わりは特になか

















（朝日新聞 2017），私立移管に関する他市からの視察もあったという（2018 年８月 16
日付，那珂川町教育委員会教育部教育総務課からの回答による）。













36 例えば，改修では 14 億円かかるという試算がなされている（福岡女子商業高等学校
運営検討会議録，2014 年５月 14 日）。 


















40 「第５回福岡女子商業高校運営検討会議会議録」（2014 年６月 23 日）より。 
41 「那珂川町議会会議録」2014 年第３回定例会（９月 25 日）より。 
129
42 このほか，町民聴講制度の継続と一時中断を挙げることができる。那珂川町は町立






（2018 年８月 16 日付，那珂川町教育委員会教育部教育総務課からの回答による）。 
43 「那珂川町議会会議録」2017年第１回定例会（２月９日），小原総務部長の発言より。 
44 この４名は，町職員を退職後に八洲学園で採用されている（2018 年８月 16日付，那
珂川町教育委員会教育部教育総務課からの回答による）。
45 毎日新聞（2017a） 
46 2018 年８月 16 日付，那珂川町教育委員会教育部教育総務課からの回答による。 










朝日新聞「現新の争い 那珂川町長選」『朝日新聞 聞蔵Ⅱビジュアル』，1998 年８月 19
日。
朝日新聞「私学化議論，町を二分 どうなる那珂川町立女子商」『朝日新聞 聞蔵Ⅱビジ
ュアル，2014 年 10 月 20 日。 
朝日新聞「移管先は八洲学園 那珂川の福岡女子商高」『朝日新聞 聞蔵Ⅱビジュアル，
2015 年１月 30 日。 
朝日新聞「県立高の統合再編 五戸高校存続めざす町に期待」『朝日新聞（聞蔵Ⅱビジュ
















奥尻町『広報おくしり』464 号（平成 18 年 11 月号），2006 年。 









京都新聞「47 年の歴史に別れ 市立守山女子高で移管式」『京都新聞』，2006 年３月 25
日。
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関する議決も必要となる 2（金城 2012，鳥山 2017 など）。 
先述のように，私立大学が公立大学に移行した事例は，最近では 2009 年度の高知工科
大学が初めてだが，戦後においても私立短期大学の公立移管が２件あった（山崎 1989）。
一つは 1963 年に設置した私立短大で，1974 年に市立短大となったケースである。以前か
ら経営していた高校は移管せず，設置者が文部大臣所轄学校法人から県知事所轄学校法人










合に公設民営大学と呼ぶ」場合が多いとされる（高橋 2004，p. ４）。 


























要性は乏しくなった」と指摘されている（高橋 2009，p. 292）。 
公設民営方式の大学は，（国立大学の法人化がとりざたされる中）「いわば公立大学の法
人化の実験形態とみるべきかもしれない」という指摘も，早くからなされていた（天野


































ているとも言える（旺文社『2019 年度用 大学の真の実力 情報公開 BOOK』より試算）。
2012 年の入学定員充足率も，1.24 と良好であった。同じく公設民営の九州看護福祉大学













































所在地 高知県香美市 静岡県浜松市 沖縄県名護市 鳥取県鳥取市 新潟県長岡市
開学年 1997年 2000年 1994年 2001年 1994年
公立化年 2009年 2010年 2010年 2012年 2014年
公立大学
法人 高知県 静岡県 長岡市
設立団体
学部・学科 ●システム工学群 ●文化政策学部 ●国際学群 ●環境学部 ●造形学部
（2018年度） ●環境理工学群 国際文化学科 国際学類 環境学科
●情報学群 文化政策学科 ●人間健康学部 ●経営学部




































・日 時： 2017 年８月８日（火） 14：00～16：30
・会 場： 高知工科大学（永国寺キャンパス）教育研究棟
・対応者： 村山 龍一 高知県公立大学法人 法人本部長
福田 直史 高知県公立大学法人 法人本部 総務部長，
高知工科大学 事務局次長（永国寺キャンパス担当）
石田 嗣朗 高知県 文化生活スポーツ部私学・大学支援課 チーフ（大学
支援担当）
島田くみこ 高知県 文化生活スポーツ部私学・大学支援課 主幹
・訪問者： 朴澤 泰男
２）静岡文化芸術大学
・日 時： 2018 年２月 21 日（月） 13：00～15：00
・会 場： 静岡文化芸術大学北棟
・対応者： 髙木 武則 事務局長
・訪問者： 渡部 芳栄，朴澤 泰男
３）名桜大学
・日 時： 2017 年２月 15 日（水） 13：30～16：30
・会 場： 名桜大学本部棟
・対応者： 山里 勝己 学長
金城 正英 事務局長
山城 耕政 総務企画部 部長
照屋 信次 総務企画部総務課 総務係長
・訪問者： 渡部 芳栄，朴澤 泰男
４）公立鳥取環境大学
・日 時： 2018 年７月 13 日（金） 13：30～15：30
・会 場： 公立鳥取環境大学本部講義棟




石井 京子 入試広報課 参与
宮田  都 学務課 参与
・訪問者： 朴澤 泰男
５）長岡造形大学
・日 時： 2017 年 12 月 11 日（月） 13：00～15：00
・会 場： 長岡市役所（アオーレ長岡本庁舎）
・対応者： 久島 芳尚 長岡造形大学 事務局長
野上 浩史 長岡造形大学 財務課長
鈴木 武明 長岡市 地方創生推進部政策企画課 課長補佐


























政策学部，デザイン学部とも 28 万 2,000 初年度納付金計はそれぞれ 105 万 8,800 円，円だから，












初年度納付金 計 154.00 124.00 91.78 106.88 88.00 110.50 132.50 125.00 155.00 167.60
入学金 30.00 30.00 14.10 14.10 12.50 12.50 12.50 25.00 25.00 30.00
授業料 94.00 74.00 53.58 53.58 65.50 78.00 90.00 65.00 80.00 97.60
施設設備費 15.00 15.00 24.10 33.60 10.00 20.00 30.00 25.00 30.00 35.00
実習費 15.00 5.00 5.60 10.00 20.00 5.00
公立化後 2014年
（地域内出身者） （域内） （市内）
初年度納付金 計 68.58 68.58 67.68 70.68 66.08 66.08 66.08 72.38 72.38 72.68
入学金 15.00 15.00 14.10 14.10 12.50 12.50 12.50 18.80 18.80 14.10
授業料 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58 53.58
実習費 3.00 5.00
（地域外出身者） （域外） （市外）
初年度納付金 計 83.58 83.58 90.24 93.24 78.58 78.58 78.58 81.78 81.78 86.78
入学金 30.00 30.00 36.66 36.66 25.00 25.00 25.00 28.20 28.20 28.20



































っていた。一方では破格の研究費・旅費が支給されており，2004 年度には 21 世紀 COE
プログラムにも採択されるなど，大学界でも注目される存在であった（天野 2000，越田
2000，佐久間 2009，磯部 2016）。 
また，Times Higher Education（THE）社の大学ランキングを模した「THE 世界大学
ランキング 日本版」（2018 年）では，高知工科大学は「総合」で 84 位（中国・四国の
大学で６位），分野別ランキング「教育充実度」で 79 位，名桜大学は「国際性」で 96 位
にランクインしている（『Between』279 号，2018 年 5-6 月による）。公立鳥取環境大学
でも，公立化した 2012 年に従来の環境情報学部を環境学部と経営学部に改組し，学科の












15 年法律第 118 号）に基づく地方独立行政法人の設置及び管理に関すること」，つまり
名桜大学に関する事務である（北部広域市町村圏事務組合ウェブサイトによる）。
地方自治体の財政負担については，今後，正確な値が公表されると予想されることから

































の基本計画には，94 年 12 月に高知工科大学の設置事業も加えられた（これにより地域総合
整備事業債の導入が可能となった）。93 年 12 月，「財団法人高知工科大学設立準備財団」
の設立許可申請を文部省（当時）に対して行う。 
 1994 年１月に設立を許可された設立準備財団は，95 年９月に，学校法人高知工科大学の
寄附行為認可申請と高知工科大学の設置認可申請を行う。96 年２月に大学設置・学校法人
審議会は第１次審査を終え，設立準備財団は第２次審査（教員審査）に向けて，同年６月




































（高知工科大学 2017，p. 135）であることもあった。さらに翌 09 年度には学部・学科制（工
学部５学科）の学群・専攻制への再編（システム工学群，情報理工学群，情報学群の三つ
の学群に 13 の専攻を置く）が行われた（佐久間 2009，p. 24）。 
もう一つの改革が公立化であった。授業料の引下げにより，定員割れを解消できるとの
判断があったとされる（高橋 2009，p. 308）。県としては，前例がないことから当初は慎




だいたと承知しております」というものである（鳥山 2017，p. 126）。 
総務省とも，2007 年から折衝を開始しているが（荒井 2013，p. 137），当時の副学長は，
総務省の担当者からは「官から民の時代に，なぜ流れに逆らうのか」と問われたものの，
東京と高知の間には１人当たり県民所得に２倍以上の差があり，地方にこそ授業料の安い
















のことであった（磯部 2016，p. 56）。 
高知県では従来，県立大学の改革論議を重ねてきたが，2005 年 12 月に「県立大学社会
科学系学部基本構想報告書」をまとめ，2006 年 9 月には「高知県立大学改革基本計画」を




2008 年 11 月には「県立大学改革にかかる永国寺キャンパス検討会」が設置され，経済・
経営系の新たな社会科学系学部の設置等を検討し，2010 年３月に報告書を取りまとめた。
「永国寺キャンパスに関する基本方針」が成案を見たのは 2012 年２月のことだ（高知工科
















ることにした。この間，1992 年から 93 年にかけて，県立大短期大学部の教授会でも将来
構想を検討し，「静岡県立大学浜松キャンパス（仮称）」の新学部（人文系４学部）の設
置構想を持っていた（静岡文化芸術大学一〇年史編集委員会 2014，pp. 15-20）。 









（静岡文化芸術大学一〇年史編集委員会 2014，pp. 20-22，pp. 27-29）。 




で整備されたのは，中心市街地活性化も期待されてのことだった。95 年 12 月に開学準備委
員会が立ち上がり，学部・学科やカリキュラムを検討している（静岡文化芸術大学一〇年
史編集委員会 2014，pp. 32-37，pp. 40-42，pp. 69-70，浜松市 2016，p. 889，pp. 955-957）。 
 1998 年３月には財団法人静岡文化芸術大学設立準備財団の設立総会が開かれ，98 年９月











することになった（静岡文化芸術大学一〇年史編集委員会 2014，p. 31）。 
 なお，県立大学短期大学部の４年制化論議の背景には，校舎が改築の時期を迎えていた
こともあり，最終的には，県立大短期大学部とは異なる場所に，浜松市が時価約 100 億円
相当の土地を提供した（高橋 2004，p. 10）。校舎等の建築費の約 213 億円と設備費の約
50 億円は静岡県が全額負担し，開学当初は年に 20 億円近い補助金も支出していた（村田
2003，p. 90）。端的には「基本的に県立短大の改組」だが「学校法人方式をお借りする」
ため，「形態としては私立大だが，実質的には県立大」という見方もなされ，実際にも県
から約 10 億円の運営費が毎年支出された（荒井 2013，pp. 141-142）。 
 
２）公立大学法人化 



























ない時期が続いていた（高橋 2004，p. 185）。 













た。同 12 月，学校法人名護総合学園設立と名桜大学設置が文部大臣に認可され，1994 年
の開学を迎えた（1979年以降の記述は，名桜大学開学 10周年記念誌部会 2004，pp. 22-38，




 設備購入費の全額，開学から４年分の運営費の一部）のうち，名護市が約 53 億円，名護
市以外の 11 町村が約３億円，沖縄県が約 10 億円を負担している（金城 2012，p. 119）。
名護市負担分の多くは，上記の地方債（地方拠点都市指定による特例で 10 年間無利子）
で賄われたという（村田 2003，p. 88）。公設民営とした背景の一つには，名護市の財政
規模では開学後の維持が難しい事情もあったとされる（高橋 2004，p. 187）。 
 
２）公立大学法人化 























規約の改正には北部 12 市町村議会の議決，事務組合理事会（北部 12 市町村長で構成）の
承認，事務組合議会（北部 12 市町村議会議長で構成）の議決をへて沖縄県に申請し，知事
の認可を得る必要があった。 





城 2012，pp. 119-126，pp. 132-133，名桜大学開学 20 周年・公立大学法人化５周年記念事
業記念誌部会 2014，pp. 37-41 に基づく。荒井 2013，pp. 139-140 も参照）。 
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なお，1993 年以降，地方交付税の基準財政需要額の算定においては，新設大学に対する
優遇措置（在学生数に，開学１年目は 2.0 を，２年目は 1.5 を，３年目は 1.25 を乗じた上
で単位費用に乗じるもの）が講じられ，市町村に対しては，1999 年以降も継続していたが
（渡部 2010），一部事務組合が設立した公立大学法人名桜大学に対しては，この新設加算





以来，77 年の「鳥取女子大学設立準備協議会」設置，84 年と 86 年の私立短期大学誘致の



























2009 年度から，入学定員を 324 人から 276 人に減らすことになったが，「単年度赤字を
150
避けるおおよその損益分岐点となる入学定員は 250 人なので，その後も厳しい状況は続い































が難航したため方針を変更し，当時の市長が 1990 年 11 月，長岡造形大学（仮称）の設置








形大学設置推進協議会」（91 年 12 月）を設立した（長岡造形大学公立大学法人化検討委員
会 2012，p. １）。 
その後，新たに学校法人を設立し，市有地に校舎を建設する計画を立てて，92 年４月に
文部大臣に設置認可を申請，93 年 12 月に認可され，94 年４月に学校法人長岡造形大学を
設置者とする長岡造形大学を開学した（長岡市 1996，p. 942）。 











公立大学法人化検討委員会」を設置している（長岡造形大学 2015，pp. 2-3）。 
 長岡商工会議所会頭を委員長とする検討委員会は，大学の経営状況が黒字であることも
あって，「公立化について市民の理解が得られると判断し，公立化は問題ないとの結論に



































行うと，時系列的には，1980 年頃の２倍程度が 1990 年代末の約 2.5 倍まで上昇したが，
以後低下し，2007 年には約 1.5 倍となる。これは 2000 年代に，基準財政需要額の推計
値が増加していることによるという（渡部 2010，p. 159）。ただし，大学間の違いは大
きく，設置者負担額が基準財政需要額を上回る（1.1 倍以上の）大学は，2017 年度は 89
校のうち約６割を占める（公立大学協会 2018b，p. 19。公立大学協会 2017 も参照）。
専門分野によっても異なり，学科系統による大学類型別に見ると，2014 年度の大学単位




7 ただし，人口 200 万人以下なら４年制大学１校という基準は，2004 年に秋田県に国際







リットとなるから「公設民営という選択をした」（佐久間 2009，p. 24）とされる。 
9 「北部広域市町村圏事務組合」は一部事務組合として 1992 年に設立されたが，当時は



































体で定員充足を続けていたが（その間，2003 年度には全５学科とも各 12 名の定員増），
2006 年度から定員割れを経験した。公立化した 2009 年度以降は再び定員を満たし，充足
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子率」を計算すると（右目盛り），おおむね１割程度で推移している（2018 年度は 9.0％）。 
図２－３ 高知工科大学入学者の性別構成と女子率の推移 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。1997～2009 年度は『20 周
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 図２－４ 静岡文化芸術大学の入学定員・入学者数・入学定員充足率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。入学定員は『全国大学一覧』。
入学者数は，2000～09 年度は『一〇年史』。2010～11 年度及び 15 年度は公立大学協会「大学基





かに，2000 年代後半には，30％程度にまで上昇し，公立化した 2010 年度で 17.9％，翌
11 年度は 15.1％へと低下するが，近年はほぼ 20％強で推移しているから（2017 年度は
21.4％），開学時の水準（20.4％）に回帰したと言ってもよいだろう。 
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00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 （％）（人）
志願者数 合格者数 入学者数 「合格」率(右目盛) 歩留率(右)
2000 2005 2006 2007 2008 2009年
静岡文化芸術大学
　女子率（％） 文化政策学部 79.4 82.0 79.2 78.0 78.5 77.7
デザイン学部 66.4 65.8 66.1 67.6 72.7 73.1
全学 75.3 77.0 75.1 74.6 76.8 76.2
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年間の定員割れとなった。2009 年度に定員を 520 から 455 に減らし，公立化した 2010
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入学者数は，1994～2004 年度は『10 年史』（ただし 2001 年と 2003 年は大学提供資料），2005
～09 年度は『20 年史』，2010～11 年度及び 15 年度は公立大学協会「大学基本情報」，2012～14
年度及び 16～18 年度は大学改革支援・学位授与機構「大学基本情報」 
２）入学難易度と歩留率
次に，受験生からの評価についてである。図２－８によれば，名桜大学の「合格」率（右
目盛り）は公立化前の 10 年ほどは，80％前後で変動していた。それが公立化した 2010
年度は 51.3％，翌 11 年度は 31.8％にまで下がる。近年は 35％程度である（2017 年度は
35.2％）。やはり従来に比べ，入学難易度が上がったと見なせよう。 
一方，歩留率（右目盛り）については以前から高い水準にあり，2000 年代前半には 85％
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 図２－８ 名桜大学の志願者数・合格者数・入学者数・「合格」率・歩留率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。1994～2004 年度は『10 年





健康学部（スポーツ健康学科）を開設した 2005 年度には，いったん 28.4％にまで下がる。
反対に，人間健康学部に看護学科を増設した 2007 年度には 42.6％と，前年より 10 ポイン
ト近く上昇した。公立化直前の 2009 年度は，41.0％であった。 
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時期を迎える。2009 年度に入学定員を 324 人から 276 へと減らした後は充足率が上昇基
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入学者数 入学定員 入学定員充足率（右目盛）
164





































01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 （％）（人）
志願者数 合格者数 入学者数 「合格」率(右目盛) 歩留率(右)
2001 2005 2006 2007 2008 2009 2010年
鳥取環境大学
　女子率（％） 環境情報学部 29.6 21 23 17 20 27 18
165
 図２－12 公立鳥取環境大学入学者の性別構成と女子率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。2011 年度は大学提供資料。







たん定員割れを経験する。以後，定員充足を続けたが，2009 年度に入学定員を 200 人か
ら 230 人に増やした後の数年間に，定員割れとなる。公立化前年の 2013 年度以降は再び
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がり始め，公立化した 2014 年度からは３割を下回ることとなる（2017 年度は 21.6％）。 
一方，図２－14 の歩留率（右目盛り）は，開学当初からおおむね 75％強を維持し，「合
格」率が大きく上昇した 2001 年度でも，75.8％であった。その後，62.6％にまで低下す
る時期もあったが（2004 年度），持ち直し，例えば 2010 年度は 85.0％と，むしろ高くな
る。この点からも，デザイン分野を志す受験生の規模は，もともと一定の範囲内に収まっ
ており，強い意志を持って出願した上で合格したら入学する，といった特徴があるのでは
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 図２－14 長岡造形大学の志願者数・合格者数・入学者数・「合格」率・歩留率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。1994～2002 年度は『自己






























94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 （％）（人）
志願者数 合格者数 入学者数 「合格」率(右目盛) 歩留率(右)
1994 2007 2008 2009 2010 2011年
長岡造形大学
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入学定員の 公立化初年度に 公立化以前から 公立化初年度に 公立化初年度に 公立化前年度に
充足状況 再び定員を充足 定員を充足 再び定員を充足 再び定員を充足 再び定員を充足
（最近は約1.10） （最近は約1.15） （最近は約1.05） （最近は約1.10） （最近は約1.10）
「合格」率 初年度から低下 大きな変化なし 初年度から低下 初年度から低下 初年度に現水準に
（最近は20％代） （最近は約20％） （最近は約35％） （最近は約25％） （最近は約25％）
歩留率 ２年目から上昇 ２年目から上昇 以前から高水準 ２年目から上昇 以前から高水準
（最近は約85％） （最近は約85％） （最近は約80％） （最近は70％強） （最近は約90％）
女子率 初年度に現水準に 大きな変化なし ２年目に現水準に 初年度に現水準に 初年度に現水準に
（１割 → 1/4） （最近は８割弱） （４割 → 55％） （２割 → 35％） （55％ → ８割）
県内女子率 ３年目から横ばい ２年目から横ばい ２年目から横ばい 前年度から横ばい ３年目に現水準に


























2013 2014 2015 2016 2017 2018年
福知山公立大学 入学定員 80 60 50 50 120 120
（2000年／2016年） 入学者数 46 34 36 58 146 120
●学部：　地域経営 定員充足率（％） 57.5 56.7 72.0 116.0 121.7 100.0
女子率（％） 8.7 5.9 19 27.6 39.0 39.2
地元占有率（％） 32.6 26.5 - 24.6 8.2 8.3
山陽小野田市立 入学定員 200 200 200 200 200 200
山口東京理科大学 入学者数 189 164 364 221 204 212
（1995年／2016年） 定員充足率（％） 94.5 82.0 182.0 110.5 102.0 106.0
●学部：　工、薬 女子率（％） 8.5 12.2 11.0 14.5 14.2 16.0
※工学部の値のみ掲載 地元占有率（％） 35.4 31.7 24.0 27.1 20.1 25.5
長野大学 入学定員 300 300 300 300 300 340
（1966年／2017年） 入学者数 292 309 348 336 363 378
定員充足率（％） 97.3 103.0 116.0 112.0 121.0 111.2
女子率（％） 36.3 36.2 39.7 40.8 49.3 55.8
地元占有率（％） 73.3 78.6 76.7 74.7 52.1 33.3
公立諏訪東京理科大学 入学定員 300 300 300 300 300 300
（2002年／2018年） 入学者数 230 202 214 259 365 342
●学部：　工 定員充足率（％） 76.7 67.3 71.3 86.3 121.7 114.0
女子率（％） 10.0 7.9 6.1 9.3 11.0 7.9
地元占有率（％） 68.7 60.9 67.3 54.1 38.3 26.6
千歳科学技術大学 入学定員 240 240 240 240 240 240
（1998年／2019年予定） 入学者数 190 164 173 197 212 278
●学部：　理工 定員充足率（％） 79.2 68.3 72.1 82.1 88.3 115.8
女子率（％） 7.9 8.5 11.6 11.7 12.3 11.9










































































年度で，それぞれ 50.5％，36.6％であった 1。 
それが 2009 年度の公立化をへて（この年は私立大学型入試で入学者を募集），国公立
大学型の入試（分離・分割方式）に移行した後は，県内出身者が４分の１ほどに減少した
（この推移は，鳥山 2018 も指摘している）。四国他県は２割程度へ減少する。2018 年度
















年度入学者に対応）の場合，工学系３学群の卒業者は 374 人，そのうち就職内定者は 216
人，中でも高知県内就職予定者は 27 人であった。よって就職者数に対する県内就職者数
の比率（県内就職率）は 12.5％と計算される。マネジメント学部は，卒業者 111 人，就
職者 102 人，県内就職者 23 人，県内就職率 22.5％であった。両者の合計で，卒業者 485












員会編 2006，p. 128），さらには，この２か年に対応する 1999 年度入学者の四国出身者
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当たる 2008 年度卒業者以降を示した。 
69.4 
43.9 












10 11 12 13 14 15 16 17 18（％）
静岡 愛知 山梨・長野 岐阜・三重 その他
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全体の県内就職率が 20 ポイント以上低下する結果となったと見られる。 





































































































公立化直前の 2009 年度で 86.2％，初年度の 2010 年度（私立大学型の入試で学生募集）
で 83.2％となっている。それが，公立化２年目の 2011 年度以降は，50％を下回ることが
ほとんどになり（この点は既に鳥山 2018 が指摘する），2018 年度は 48.0％だった 6。 









































































































ンを２回繰り返している。すなわち 1994 年の 10.4％から，2001 年の 18.0％をへて 2005
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沖縄 鹿児島 福岡 ほか九州 その他
179
 図３－７ 名桜大学の入学者数（北部，それ以外）・北部出身者率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成（詳細な書誌は章末の引用文献欄を参照）。全体の入学者数は，２節図








提供資料）。2014 年度の卒業者は 471 人，そのうち就職内定者（勤務地未定を含む）は
338 人，うち沖縄県内就職予定者は 167 人であった。よって県内就職率（就職者数に対す
る県内就職者数の比率）は 49.4％となる。2015 年度は卒業者 477 人，就職者 356 人，県







 名桜大学の 2014～2015 年度卒業者（公立化２～３年目の 2011～12 年度入学者に対応）
については，出身地別の就職先地域も計算できる（図表は省略。出典は大学提供資料）。
沖縄県内出身の就職者 175 人のうち，128 人が県内に就職が内定しており，県内就職率は
73.1％となる。2015 年度の場合は就職者 174 人，県内就職者 139 人，県内就職率 79.9％
40 33 37 37 38 44 48
64 61 53 52 49 56
79 79 69
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63 55 50 64 58 46 49
344 374 364 386 351 374
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公立化した 2012 年度で 23.6％と，２割前後になる（この点は既に鳥山 2018 が指摘して
いる）。2018 年度は 14.8％と，現在は２割を切る水準となった 8（図３－８）。 
県外出身者について見ると，公立化の後，隣県の島根出身者はむしろ少し減っている










数の比率は，公立化２年前の 2010 年度（66.4％）がピークで，１年前の 2011 年度（43.5％），
初年度の 2012 年度（23.6％）に大きく低下したことは，図３－８で見たとおりである。 
表３－１で鳥取県東部地域（大学所在地である鳥取市が含まれる）出身者の比率を見る
と（出身高校所在地に基づく），2001～10 年度の累計では 38.2％だったが，やはり 2010
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卒業年に当たる 2004 年度以降，全ての卒業者（１期生から 14 期生まで）の値を掲載した。
就職者以外を含む卒業者総数の推移が，おおむね２節図２－10 で見た入学者数の増減と対
応していることが，まず読み取れる点である。
では県内就職率（右目盛り）を見ると，2004 年度（41.3％）から 08 年度（25.1％）ま
で低下した後に上昇し，2011 年度に５割を超える。以後反転し，おおむね低下を続け，
2017 年度（2014 年度入学者に対応）には１割ほどにまで下がっている。この間，公立化















入学者数（人） 2,644 152 149 223 296
東部 1,009 61 68 63 37
中部 188 9 15 14 16
西部 205 13 11 20 17
通信制 27 3 5 - -
県内計 1,429 86 99 97 70
入学者数に対する比率（％）
東部 38.2 40.1 45.6 28.3 12.5
中部 7.1 5.9 10.1 6.3 5.4
西部 7.8 8.6 7.4 9.0 5.7
通信制 1.0 2.0 3.4 - -





職率 41.3％という値は，対応する入学者（2001 年度）の県内出身者率 52.5％よりも，約
10 ポイント低い。両者の開きは，2008 年度卒業者と 2005 年度入学者の間で最も大きく
なり，30 ポイント近い差となる（県内就職率 25.1％，県内出身者率 54.9％）。それが 2011
年度卒業者と 2008 年度入学者とでは，再び 10 ポイントほどに縮小し（51.7％，62.4％），































































内高校出身者の比率が 53％前後で推移していた。2001 年度からは６割を超え，2006 年度
以降は８割前後となる。これが公立化前年度の 2013 年度には，再び７割を切る（表３－
２）。
そして，公立化初年度の 2014 年度（私立大学型の入試で学生募集）には大きく 38.4％
へと，２年目の 2015 年度は 29.5％にまで低下した。その後は２割ほどになり，2018 年度
は 20.9％であった 10（図３－11）。 














































































































 表３－２ 長岡造形大学入学者の地元占有率の推移 
 
出典：以下の資料を基に筆者作成。1994～2007 年度は旺文社『蛍雪時代』８月臨時増刊（大学内容案内
















1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
56 53 47 52 55 51 55
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
65 69 67 71 71 78 78
2008 2009 2010 2011 2012 2013

















14 15 16 17 18（％）
新潟 富山 山形・福島 群馬・長野・静岡 その他
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 次に卒業者の就職先地域についてだが，図３－13 によれば，開学年（1994 年度）に対応
する 1997 年度卒業者以降，2006 年度卒業者までは，県内就職率は，おおむね４割強で推
移しており，５割を超えるのは２度（2000 年度及び 05 年度）にとどまっていた。それが
2008 年度卒業者では６割，2009 年度以降は７割前後で推移する。公立化前年度（2013 年



















































点検・評価報告書』。2002～06 年度は『点検・評価報告書』（2008 年）。2008～11 年度は「公
立大学法人長岡造形大学の概要」。2012～17 年度は「長岡市における高等教育の取組みについて」





年前の 2011 年度入学者に対応）の就職者 134 人の県内就職率を，出身地別に計算すること
ができる（図表は省略）。全体では県内就職率が 69.4％であることは，図３－13 で見たと
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県内出身者 ２年目に現水準に ２年目に現水準に ２年目に現水準に 初年度に現水準に ３年目に現水準に
の比率の低下 （５割 → 1/4） （８割 → ４割） （８割 → ５割）（６割 → ２割弱）（８割 → ２割）
男女別の県内 男子＜　 男子≒　 男子＜　 男子＜　 男子≒　
出身者の比率 　女子 　女子 　女子 　女子 　女子
県外出身者 四国が低下 愛知など近隣県 鹿児島、福岡、 兵庫、岡山・広島 富山など近隣県
の比率 （1/3 → ２割） の変化は小さい ほか九州が上昇 など近隣県が上昇 の変化は小さい
遠方が上昇 遠方が上昇 遠方が上昇 遠方が上昇 遠方が上昇
（１割 → ３割） （１割 → ３割） （１割 → ３割） （２割 → ４割） （直近で５割）
大学所在地 他の要因も影響大 １年前から低下 ２年前から低下
出身者の比率 （最近は約１割） （最近は約１割） （最近は約５％）
入学時と卒業 （最近では ほぼ均衡 → （最近では 流出超過 → 流出超過 →
時の流出入 流出超過） ほぼ均衡 ほぼ均衡） 均衡？ 流出超過
県内出身者 大きな変化なし （最近では 大きな変化なし





























































3 実際，2000 年度入学者の県内出身者率は 51.6％だったが（図３－１），この４期生（2003
年度学部卒業者）の就職者の就職先本社所在地は，37％が高知県内だったことも報告さ
れている。なお当時，高知県出身者の６割が県内企業に就職していたという（河田・有
澤 2005，pp. 189-190）。 















は小さい。2018 年度は男子 21.2％，女子 20.7％であった。 

















































































































人であるため，公表義務があるわけではない。WEB 上を検索したところ， 2012 年に公立
化した公立鳥取環境大学 7が学校法人時代の全期間（2001 年度～2011 年度）を，2014 年






 貸借対照表 消費収支計算書・損益計算書 
高知工科大学 2006～2014 2007～2014 
静岡文化芸術大学 2006～2008，2010～2016 2007～2008，2010～2016 
名桜大学 2006～2008，2010～2016 2007～2008，2010～2016 
公立鳥取環境大学 2006～2016 2006～2016 
長岡造形大学 2006～2016 2007～2008，2010～2016 
 
そこで，筆者が別の研究で入手していた東洋経済新報社『私立大学財政データ』を活用
し，学校法人時代の財務諸表を補う 9。ただし，入手済みのデータは 2009 年版（主に 2007
年度データを収録）と 2010 年版（主に 2008 年度データを収録）であり，収録されている










工科大学は高知県が単独で 250 億円，2000 年開学の静岡文化芸術大学は静岡県が 260 億
円と浜松市が 100 億円（計 360 億円），2001 年開学の公立鳥取環境大学は鳥取県が 100
億円と鳥取市が 100 億円（計 200 億円）と，これら３大学については財政面では県が大き
な役割を果たしたようである（公立鳥取環境大学は市も大きな役割を果たしている）。その
一方で，1994 年開学の長岡造形大学は新潟県の 25 億円に対し，長岡市が 75 億円（計 100
億円），同じく 1994 年開学の名桜大学は沖縄県が 10 億円に対し名護市が 53 億円，その他
11 市町村が３億円（計 66 億円）と，市（町村）が大きな役割を果たしていた。 
 




開学から５～12 年経過した 2006 年度の状況を見てみると，もともと規模が大きくなか
った名桜大学では約 75 億円と依然として５法人の中では小規模であるが，10 年経過した
高知工科大学は約 242 億円，７年経過した静岡文化芸術大学は約 230 億円，６年経過した












































































年度では 0.002～0.029 でほとんどなかったと言える。公立化以降だと，2010 年度に静岡
文化芸術大学で 0.044，2012 年度～2014 年度に公立鳥取環境大学で 0.022～0.033 と高ま
198









































 表４－３ 高知工科大学の指標一覧 
 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
帰属収入 4,535 4,286 5,176 4,500 5,479 4,854 4,698 4,933 
消費支出 5,201 5,018 4,741 4,612 5,528 4,588 4,795 5,042 
学納金 2,628 2,498 1,261 1,294 1,355 1,377 1,265 1,302 
寄附金 90 95 49 44 37 0 30 65 
教研経費 2,399 2,190 2,246 2,076 2,996 2,019 2,101 2,223 
人件費 2,011 2,049 2,045 2,206 2,208 2,225 2,319 2,472 
管理経費 757 735 441 323 318 342 370 344 
補助金 1,062 1,012 2,541 2,214 2,289 2,487 2,337 2,496 
消支比率 1.147 1.171 0.916 1.025 1.009 0.945 1.021 1.022 
学納金比率 0.579 0.583 0.244 0.288 0.247 0.284 0.269 0.264 
寄附金比率 0.020 0.022 0.009 0.010 0.007 0.000 0.006 0.013 
教研比率 0.529 0.511 0.434 0.461 0.547 0.416 0.447 0.451 
人件費比率 0.443 0.478 0.395 0.490 0.403 0.458 0.494 0.501 
管理比率 0.167 0.171 0.085 0.072 0.058 0.070 0.079 0.070 

























 2007 2008 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
帰属収入 2,669 2,669 2,670 2,519 2,434 2,466 2,477 2,464 2,460 
消費支出 3,289 3,236 2,567 2,338 2,342 2,405 2,495 2,477 2,427 
学納金 1,321 1,324 832 848 776 801 800 806 800 
寄附金 8 16 118 4 7 7 3 5 4 
教研経費 1,542 1,503 914 730 715 642 671 647 599 
人件費 1,452 1,440 1,485 1,479 1,484 1,505 1,546 1,585 1,592 
管理経費 275 254 168 130 144 259 278 245 236 
補助金 1,222 1,201 1,529 1,509 1,487 1,506 1,502 1,500 1,489 
消支比率 1.232 1.212 0.961 0.928 0.963 0.975 1.007 1.005 0.987 
学納金比率 0.495 0.496 0.312 0.337 0.319 0.325 0.323 0.327 0.325 
寄附金比率 0.003 0.006 0.044 0.002 0.003 0.003 0.001 0.002 0.002 
教研比率 0.578 0.563 0.342 0.290 0.294 0.260 0.271 0.263 0.244 
人件費比率 0.544 0.540 0.556 0.587 0.610 0.610 0.624 0.643 0.647 
管理比率 0.103 0.095 0.063 0.052 0.059 0.105 0.112 0.099 0.096 































生徒等納付金比率も学校法人時代の 0.8 以上から 0.3 ほどに一気に低下している。寄附金
についてはほとんど増えることはなく，比率としても 0.01 にも満たない状況である。 
表４－５ 名桜大学の指標一覧 
2007 2008 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
帰属収入 1,861 1,895 2,606 2,545 2,854 3,033 2,960 3,377 3,299 
消費支出 1,938 2,071 2,112 2,187 2,267 2,411 2,621 2,845 2,744 
学納金 1,531 1,599 917 835 896 1,091 971 974 1,080 
寄附金 22 55 14 10 7 7 5 8 10 
教研経費 596 653 494 479 496 577 699 890 805 
人件費 1,123 1,207 1,303 1,369 1,413 1,497 1,525 1,595 1,602 
管理経費 213 209 315 339 358 337 397 360 337 
補助金 192 152 1,493 1,510 1,760 1,705 1,749 2,105 1,905 
消支比率 1.041 1.093 0.810 0.859 0.794 0.795 0.885 0.842 0.832 
学納金比率 0.822 0.844 0.352 0.328 0.314 0.360 0.328 0.289 0.327 
寄附金比率 0.012 0.029 0.005 0.004 0.002 0.002 0.002 0.002 0.003 
教研比率 0.320 0.347 0.190 0.188 0.174 0.190 0.236 0.264 0.244 
人件費比率 0.603 0.637 0.500 0.538 0.495 0.494 0.515 0.472 0.486 
管理比率 0.114 0.110 0.121 0.133 0.125 0.111 0.134 0.107 0.102 

















 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
帰属収入 1,457 1,231 1,129 1,070 1,256 1,511 1,698 1,616 1,624 1,797 
消費支出 1,568 1,638 1,599 1,513 1,802 1,395 1,485 1,542 1,483 1,590 
学納金 1,156 935 791 694 766 504 515 601 673 721 
寄附金 7 3 5 8 2 50 38 54 1 2 
教研経費 578 604 638 625 702 396 432 408 384 467 
人件費 764 731 738 677 724 854 895 975 949 990 
管理経費 223 233 221 210 255 144 158 158 149 132 
補助金 187 156 189 240 217 841 911 858 837 929 
消支比率 1.076 1.331 1.416 1.414 1.435 0.923 0.874 0.954 0.913 0.885 
学納金比率 0.793 0.760 0.701 0.649 0.609 0.334 0.304 0.372 0.414 0.402 
寄附金比率 0.005 0.002 0.004 0.008 0.002 0.033 0.022 0.033 0.001 0.001 
教研比率 0.397 0.491 0.565 0.584 0.559 0.262 0.254 0.252 0.236 0.260 
人件費比率 0.524 0.594 0.654 0.633 0.576 0.565 0.527 0.603 0.585 0.551 
管理比率 0.153 0.189 0.196 0.196 0.203 0.096 0.093 0.098 0.092 0.073 
補助金比率 0.128 0.127 0.168 0.224 0.173 0.557 0.537 0.531 0.516 0.517 
 






（2011 年度損益計算書 12より）であるという。 
学生生徒等納付金は学校法人時代にも金額としては減少していた。公立化後には補助金














































 表４－７ 長岡造形大学の指標一覧 
 2007 2008 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
帰属収入 1,689 1,802 1,652 1,619 1,599 1,511 1,440 1,573 1,557 
消費支出 1,514 1,644 1,427 1,520 1,580 1,825 1,440 1,573 1,557 
学納金 1,275 1,364 1,320 1,285 1,142 1,152 507 488 240 
寄附金 0 27 1 52 91 1 79 179 292 
教研経費 612 687 513 498 526 583 370 466 414 
人件費 741 765 758 777 756 948 877 904 948 
管理経費 159 182 141 142 134 160 193 203 195 
補助金 153 113 184 149 139 108 706 751 852 
消支比率 0.896 0.912 0.864 0.939 0.988 1.207 1.000 1.000 1.000 
学納金比率 0.755 0.757 0.799 0.793 0.714 0.763 0.352 0.310 0.154 
寄附金比率 0.000 0.015 0.001 0.032 0.057 0.001 0.055 0.114 0.187 
教研比率 0.362 0.381 0.310 0.308 0.329 0.386 0.257 0.296 0.266 
人件費比率 0.439 0.425 0.459 0.480 0.473 0.628 0.609 0.574 0.609 
管理比率 0.094 0.101 0.085 0.088 0.084 0.106 0.134 0.129 0.125 























































9  （株）東洋経済新報社データ事業局データベース営業部（の有田早斗子）様には，デ 
ータの使用について御快諾いただいた。心よりお礼申し上げる。
10 2017 年度の財務諸表を公表している法人もあったが，全ての法人のデータが収集でき













13 2015 年長岡造形大学点検・評価報告書，p.83 より。 
https://www.nagaoka-id.ac.jp/contents/pdf/info/pdf_check2015.pdf，最終アクセス：
2019/1/15 
14 2014 年度決算報告書より。 


























































































公立大学のシェアは 5.4％（男子 4.4％，女子 6.5％）にとどまる 1。 


































































同一県内の 29.7 ポイントと，県外の 37.8 ポイントの合計）と大きい（全て男女計の値）。
私立の 41.4％はもとより，国立の 64.7％も上回る。地方所在の公立大学に限ると，入学者
22,003 人のうち 85.9％までを地方出身者が占めているのである。しかも，このうち同一県
内出身者は 44.6 ポイントにとどまり，ほぼ同程度の 41.3 ポイントは県外の高校出身者なの
であった。











































































図５－３ 地方所在大学の在学者数の設置者別構成比（関係学科別，2006 年度） 
出典：島（2011），p. 69 の表 10-2 掲載の数値を基に筆者作成。全て男女計の数値。大都市圏と地方の定
義は図５－１と同じ。括弧内の値は在学者数。地方に「商船」は設置されていない



























































































































高知（1997 年），鳥取（2001 年）で，女子は沖縄（1994 年），新潟（1994 年），高知
（1997 年），静岡（2000 年），鳥取（2001 年）で，やはり私立大学として開学した年の
上昇が目を引く（図５－７・図５－８。男子の沖縄も一時的に上昇）。公立化の前後で上
昇を見たのは，女子の沖縄（2010 年）にとどまるようだ 7。 
公立化が「私学経営の圧迫要因となることは問題である」ことは公立大学関係者からも
指摘されており，むしろ国・公・私にわたる「設置形態を超えた大学政策を考えるきっか
けとすべきではなかろうか」（清原 2016，p. 5）という指摘は重要である 8。公立化の意義
を明らかにすることは，「既存の公立大学の存在意義の検証にもつながる」（公立大学協


























新潟 静岡 鳥取 高知 沖縄 全体
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校法人鳥取環境大学『事業報告書』平成 23 年度，p. 104）。また，公立化との関連性は
不明だが，静岡文化芸術大学では，例年１人いるか否かの定住外国人の入学者が 2012 年
以降，少ない年で３人，多い年で８人へと増えた（池上 2018，p. 106）。 
5 戦前も，公立専門学校セクターにおける女子専門学校の存在感は，（戦時期に急増した
女子医専も含めて）大きかった。また，1918 年時点で存在した７校の公立専門学校のう
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